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研究成果の概要（和文）：日韓関係における紛争、特に歴史問題と領土問題に焦点を絞り、両国における世論と
メディアの関係について社会心理学、政治学、情報学を含む学際的アプローチで研究を行った。社会心理学およ
び政治学的アプローチを用いた一連のオンライン実験からは、パブリックディプロマシー動画の視聴によって日
韓協力の必要性の認識が高まること、日本と韓国の経済力の差が縮まりつつあるという認識が歴史問題や領土問
題に関する日本の世論を硬化させることなどを明らかにした。一方、新聞記事データの分析からは日本と韓国で
歴史問題や領土問題が異なるフレームで報道されていることが明らかにされた。これらの成果は英文査読誌や国
際会議で発表された。

研究成果の概要（英文）：Focusing on conflicts in Japan-South Korea relations, particularly 
historical and territorial issues, this project investigated the relationship between public opinion
 and the media in both countries through interdisciplinary approaches, including social psychology, 
political science, and information science. A series of online experiments using social psychology 
and political approaches revealed that viewing public diploma videos raised awareness of the need 
for Japan-South Korea cooperation, and that the perception that the gap in economic power between 
Japan and South Korea was narrowing would harden Japanese public opinion on history and territorial 
issues. On the other hand, analysis of newspaper article data revealed that historical and 
territorial issues were reported with different frames in Japan and South Korea. These results were 
presented in English peer-reviewed journals and international conferences.

研究分野：社会心理学
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平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は実験や大規模テキスト分析などの社会科学における近年の方法論的発展を日韓関係における世論とメデ
ィアというテーマに応用した点において学術的意義が認められる。また、本プロジェクト終了時点において日韓
関係は過去にないレベルで悪化しているが、感情的で強硬な世論が外交政策に影響を及ぼす可能性がある状況で
必要となるのは客観的なデータに基づいた冷静な議論である。本プロジェクトは、学際的で多様なアプローチを
とりつつも、一貫してデータに基づいた定量的な分析を提供してきた点でこうした社会的要請にも応えるもので
あり、大きな社会的意義を持つ。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

東アジア地域の安定と発展のためには民主主義と市場経済を共有する日本と韓国の協力関係が

必要不可欠である。しかし、残念ながら対韓・対日感情は歴史認識や領土問題をめぐって悪化

している。歴史認識や領土問題は日韓両国民に強い感情を喚起する争点であるため、国内世論

のダイナミクスの中で重要な役割を果たしている。にもかかわらず、研究開始当初、日韓の歴

史認識・領土問題をめぐる世論とメディアのリンクを明らかにする実証研究はほとんど行われ

ていなかった。一方、近年の社会科学では実験による因果推論や大量のテキストを分析する手

法が発展してきている。そこで、本研究はこれらの方法論的発展を学際的に応用し、日韓関係

における歴史認識・領土問題をめぐる対立を対象に、日韓両国のメディア環境とその世論形成

過程に対する効果を実証的に明らかにすることを目的として実施された。 

 

２．研究の目的 

本研究では主に以下の 2 つの目的が設定された。①歴史認識・領土問題をめぐる日韓両国民の

認識の齟齬とその帰結をオンライン実験から明らかにする。②歴史認識・領土問題をめぐる認

識の齟齬が生まれる原因をマスメディアとソーシャルメディアの情報学的分析から実証する。 

 

３．研究の方法 

上記の目的①を達成するため、複数のオンラインサーベイ実験が実施された。具体的には、社

会的アイデンティティ理論と集団脅威理論をベースとした日韓の経済力認知が紛争争点態度に

及ぼす因果効果の推定や、米軍によって作成されたパブリックディプロマシー用の動画が日韓

の協力的関係の必要性認知に及ぼす効果、歴史問題に関する日本の公式謝罪の効果がアメリカ

政府の立場によって調整される可能性などが検討され、含意に富む知見が得られた。重要な点

は、一連の実験の一部は韓国の共同研究者の協力を得て日韓比較実験として実施されたことに

ある。このことは日韓の歴史問題や領土問題を複眼的に検討することを可能にした。目的②に

ついては歴史問題や領土問題に関する言説を生み出すプロセスに注目し、両国の新聞記事のテ

キスト分析を行った。同時にソーシャルメディアデータの収集を進め、テレビニュースの解析

手法についても情報学研究者の協力を仰ぎながら開発を進めた。新聞データの分析は日本の主

要全国紙の記事データだけでなく、韓国の共同研究者の協力を仰いで韓国の新聞データも収集

した。これらのデータはトピックモデルや Word2Vec など、近年社会科学分野での応用が進む大

規模テキストデータの解析手法を用いて分析され、日韓で歴史問題や領土問題が異なるフレー

ムを用いて報道されていることを定量的に明らかにした。 

 

４．研究成果 

オンラインサーベイ実験を用いた日韓の経済力認知が紛争争点に関する態度に及ぼす因果効果

の推定では、一人当たり GDP で指標化された日本の経済力が韓国のそれに追い抜かれるという

将来予測が促された群では、歴史問題や領土問題でより強硬的な態度を示すことが示された。

このことは、紛争的争点に関する態度は短期的な政治状況によって影響を受けるだけでなく、

東アジアにおける長期的なパワーバランスの変化に影響される可能性を示唆している（英文査

読誌で査読中）。米軍によって作成されたパブリックディプロマシー用の動画の効果を検討した

実験では、北朝鮮の軍事的脅威に対処するための日米間の軍事的協力の重要性がプライムされ

ると、日韓協力の必要性の認知が高まることが示唆された。このことは、歴史的なレベルまで

悪化している日韓関係を好転させるための手掛かりを与えるものである（英文査読誌に掲載済）。



日韓の新聞データのテキスト解析からは、日本の新聞では歴史問題が国内政治争点としてフレ

ームされる場合があり、経時的にもフレームが安定しないのに対して、韓国の新聞は一貫して

戦争犯罪、人権侵害といったフレームで報道されていることが明らかになった（国内査読誌に

掲載済）。こうした両国の新聞におけるフレームの違いはソーシャルメディアでの言説の違いに

も影響を与えている可能性があるため、両者の関連についての分析を継続している。また、歴

史問題や領土問題のテレビニュースの分析についても画像解析の技術を応用して登場人物の自

動推定を行うことを目指して分析を進めた。 
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